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糸魚川市健康づくりセンター指定管理者募集要項 

 

 

１ 指定管理者の募集 

  糸魚川市健康づくりセンター（以下「本施設」という。）は、市民の健康づくりの推進を図

るとともに、市民に憩いとふれあいの場を提供するため、平成 23 年４月に設置し、令和２年

４月にプール棟を増築した施設です。 

  糸魚川市（以下「市」という。）は、本施設において民間事業者等が有する能力や特性を活

用し、施設利用者へのサービスの向上や業務の効率化、経費等の削減を図ることを目的にオー

プン当初から指定管理者制度を導入しています。 

  このたび、令和８年３月末をもって現在の指定期間が終了することに伴い、「糸魚川市公の

施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例」及び「糸魚川市健康づくりセンター条例」

（以下「条例」という。）に基づき、施設の管理運営等に関する業務を行う指定管理者を募集

します。 

 

２ 施設の概要 

⑴ 施設名称  糸魚川市健康づくりセンター「愛称：はぴねす」 

⑵ 所 在 地  糸魚川市大字須沢 2049 番地１ 

⑶ 構 造  鉄筋コンクリート造 ２階建 

⑷ 面 積  敷地面積 10,161.83 ㎡ 延床面積 3,954.36 ㎡ 

⑸ 開 設 日  平成23年４月３日（※プール棟は令和２年４月開設） 

⑹ 施設概要  ＜フィットネス・温浴棟＞ 

・フィットネスルーム 231.45 ㎡（ランニングマシン、エアロバイク等） 

・スタジオ 138.05 ㎡（ステップ台、バランスボール、音響装置等） 

・温浴施設 164.26 ㎡（風呂、炭酸泉、水風呂、サウナ） 

・更衣室 208.4 ㎡（パウダーコーナー、ロッカー） 

・休憩室 111.20 ㎡（50帖和室） 他 

＜プール棟＞ 

・25ｍプール 25ｍ×８コース（水深 1.1ｍ） 

・多目的プール 16ｍ×４コース（水深 0～1.1ｍ可動床） 

・更衣室 151.26 ㎡（パウダーコーナー、ロッカー） 

・救護・監視室 19.41㎡（救護用ベッド、机、椅子） 

・多目的室 48.60 ㎡（机、椅子） 

・２階ギャラリー 127.00 ㎡ 他 

＜附帯設備＞ 

・駐車場約 100台（身障者用３台含む） 

・坪庭等    ※別紙１「施設平面図」参照 
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３ 指定期間 

  令和８年４月１日から令和 13年３月31日までの５年間 

 

４ 管理業務等 

⑴ 管理業務の範囲 

   指定管理者が行う管理業務の範囲は、以下のとおりとし、詳細については、別紙２「指定

管理者業務仕様書」（以下「仕様書」という。）に従い行うこととします。 

ア 運動を取り入れた健康づくりの指導及び助言に関する業務 

イ 健康づくり教室、水泳教室等の事業実施に関する業務 

ウ 本施設の利用の許可に関する業務 

エ 本施設及び設備の維持管理に関する業務 

オ 本施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の徴収に関する業務 

カ 前各号に掲げるもののほか、本施設の運営に関し、市長が必要と認める業務 

 

 ⑵ リスクの分担 

   市と指定管理者とのリスク分担の基本的な考え方は、別紙３「リスク分担表」の負担区分

を前提とします。 

 

５ 管理運営に係る経費 

本施設は、地方自治法第 244条の２第８項に基づく利用料金制を適用し、本施設の管理運営 

を行うために要する経費については、市から支払われる指定管理料のほか、利用料金等による

収入を充てるものとします。 

 ⑴ 指定管理料 

指定管理料は、申請者から提出される提案項目及び提示額を精査し、協議のうえ決定しま

す。なお、提示額の算出根拠がわかる資料を添付してください。 

   指定管理料は、指定期間における各年度の予算の範囲内で、指定管理者と協議のうえ、会

計年度毎に支払うこととします。 

   なお、事業実績により過不足が生じた場合でも精算は行わないものとします。 

令和８年度に利用料金の改定を予定しており、指定管理料を提示する際は、現在の利用料

金により算出し、増収分は市と協議のうえ、初年度の年度末に精算することとします。 

 

 ⑵ 修繕の取扱い 

   施設及び設備又は備品が破損・消耗した場合、１件当たりの費用が 10 万円（取引に係る

消費税及び地方消費税額を含む）未満の修繕・補修費は、指定管理料に含めることとし、修

繕・補修は指定管理者が行うものとします。 

   なお、１件当たり 10万円以上の費用が見込まれる場合は、市が実施することとします。 

 

 ⑶ 光熱水費 

   当該指定管理期間（令和８年４月１日から令和 13 年３月 31日まで）の光熱水費について

は、指定管理料には含めず、市が直接支払うものとします。そのため、指定管理者が収入と
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して収受した利用料金のうち、冷暖房利用料については、指定管理者が市に返納するものと

します。 

   なお、電気、ガス、水道等の使用状況については、毎月、市と指定管理者の双方で確認す

ることとし、市は必要があるときは、指定管理者に対し使用方法等について指示することが

できるものとします。 

 

⑷ 利用料金の設定 

利用料金は、市が条例で定める額を上限として、指定管理者があらかじめ市長の承認を得

て設定するものとします。 

 

６ 自主事業の取扱い 

 ⑴ 指定管理者は、管理業務の範囲外で指定管理者の責任及び費用負担で本施設を活用し、自

主事業を実施することができるものとします。 

  

⑵ 自主事業の実施については、本施設の設置目的を考慮した事業内容とし、あらかじめ市長

の承認を得たうえで実施することとします。 

 

７ 申請方法等 

 ⑴ 申請資格 

申請資格者は、本施設の設置目的である、市民の健康づくりの推進を図るとともに、本施

設の管理運営を円滑に遂行できる能力を有し、かつ次の要件を満たす法人とします。 

また、要件を満たす法人を代表とする共同企業体による申請を可とします。 

なお、法人格を持たない団体又は個人は、申請者及び共同企業体の構成員となることがで

きません。 

  ア フィットネス施設、温浴施設及び屋内プール施設すべての運営実績を有すること（直営、

受託による運営は問わない。）。 

  イ 法人及びその代表者並びに共同企業体の構成員及びその代表者が次のいずれにも該当

しないこと。 

(ア) 法律行為を行う能力を有しない者 

(イ) 破産者で復権を得ない者 

(ウ) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167 条の４第２項（同項を準用する場

合を含む）の規定に該当する者 

(エ) 法人の責めに帰すべき理由により、当市又は他の地方公共団体において指定管理者

の指定の取り消しを受けてから２年を経過していない法人 

(オ) 会社更生法（平成14年法律第 154 号）第17条第１項に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成11年法律第 225 号）第21条第１項に基づく再生手続開始の

申立て手続をしている法人 

(カ) 当該法人や共同企業体の構成員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団又は当該法人や共同企業体の

役員が、同条第６号に掲げる暴力団員である法人及び暴力団並びに暴力団員の利益と
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なる活動を行なう法人 

(キ) 国税及び地方税を滞納している法人 

(ク) その他、指定管理者として社会通念上ふさわしくない法人 

  ウ 説明会に参加していること。 

 

 ⑵ 申請スケジュール 

    申請及び申請後のスケジュールは、次のとおり予定しています。  

  ア 説明会の実施  令和７年８月７日（木） 

  イ 質問の受付   令和７年８月 22日（金）まで 

ウ 質問の回答   令和７年８月 29日（金）まで 

  エ 申請の受付   令和７年９月 10日（水）まで 

  オ 選定委員会         令和７年 10月 

  カ 指定管理者の指定      令和７年 12月（市議会定例会議決後） 

  キ 指定管理者との協定締結   令和８年１月 

  ク 指定管理者との引継ぎ開始  令和８年１月から 

  ケ 施設管理開始        令和８年４月１日 

 

⑶ 申請手続き  

  ア 申請期間 令和７年８月８日（金）から令和７年９月 10日（水）まで 

         ※受付時間は、市役所閉庁日を除く午前８時 30 分から午後５時まで 

  イ 提出方法 申請書類は、糸魚川市市民部健康増進課健康づくり係まで持参又は郵送に

て提出してください。ただし、郵送の場合は書留郵便により、上記の提出期

限の午後５時までに必着のこと。 

         電子メール、ＦＡＸでの提出は、受付できませんのでご了承ください。 

 

 ⑷ 申請書類 

   次の書類を原本１部及び写しを 10部提出してください。 

  ア 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

   (ア) 添付書類 

        ａ 定款、寄付行為又は規約の写し及び法人の登記事項証明書 

     ｂ 事業計画書（様式第２号） 

     ｃ 収支計画書（様式第３号） 

     ｄ 経営状況に関する書類（過去３年分の会計年度のものを添付） 

       ・貸借対照表及び損益計算書又はこれに代わる書類 

     ｅ 会社概要等業務の内容が分かるもの 

     ｆ 納税証明書（国税及び地方税に未納が無いことを証明する書類） 

  イ フィットネス施設、温浴施設及び屋内プール施設の管理・運営に関する実績 

  ウ 法人の状況に関する書類  

   (ア) 法人の組織図  

   (イ) 役員名簿及び評議員（理事）等の名簿  
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   (ウ) 法人の事業計画書及び収支予算書（申請締切日に属する事業年度のもの） 

   

エ その他必要な書類 

   (ア) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式第４号） 

   (イ) 共同企業体を構成して申請する場合は、グループ構成届（様式第５号） 

  ※ グループで申請する場合は、代表となる法人以外は様式第１号から第３号、第５号を省

略することができます。 

 

⑸ 説明会の実施 

 ア 開催日時  令和７年８月７日（木）午後２時から 

 イ 開催場所  糸魚川市健康づくりセンター 

  ウ 参加方法  別紙４「説明会参加申込書」に参加を希望される法人名、連絡先、参加者

名を明記のうえ、郵送、ＦＡＸ、電子メール又は持参により８月１日（金）

午後５時までに申込みください。参加人数は４人以内とします。 

  エ その他  ・申請を予定している方は必ず出席してください。 

          ※出席がなかった場合は、申請を受け付けません。 

         ・詳細な事項に関する質問への回答は、説明会では行いません。 

          別途、質問事項受付期間を設けますので提出してください。 

         ・当日、募集要項等の書類は配布しませんので、必要に応じて持参してくだ

さい。 

 

⑹ 質問の受付及び回答 

ア 受付期間  令和７年８月８日（金）から令和７年８月 22 日（金）まで 

イ 受付方法  質問事項を任意様式にて電子メール又はＦＡＸで提出 

ウ 回答方法  受付した質問に対する回答をとりまとめ、８月 29 日（金）までに市のホ

ームページに掲載します。 

  URL https://www.city.itoigawa.lg.jp 

           ※ なお、質問及び回答の公表が、質問者の不利益となる場合について

は、当該部分を公表せず、直接質問者に回答します。 

 

 ⑺ 申請に係る留意事項 

  ア 申請書類提出後は、提出書類の内容を変更することはできません。 

  イ 申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

  ウ 申請にかかる経費は、全て申請者の負担となります。 

  エ 申請書類提出後に辞退する場合は、辞退届を提出してください。（様式任意） 

  オ 申請書類は、返却しません。 

  カ 申請書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市は、指定管理者の決定等を公表

する場合、その他市が必要と認める場合は、申請書類の内容の全部又は一部を無償で使

用できるものとします。 

  キ 市は、候補者の選定前に申請者が次の事項に該当すると認められるときは、申請の受付
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を取り消すものとします。 

   (ア) 事業の履行が確実でないと認められるとき。 

   (イ) 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認めら

れるとき。 

  ク 市が必要と認める場合は、事業の詳細や積算根拠等の追加資料の提出を求めることが

あります。 

  ケ 申請書類の様式及び申請にあたっての関連資料を市のホームページで公開することが

あります。 

 

８ 事業計画書に記載する提案項目 

 ⑴ 基本方針 

   本施設の設置目的を達成するための事業運営や施設、設備の維持管理等の総合的な基本

方針について提案してください。 

    

 ⑵ 組織体制及び人員配置に関する計画 

  ア 業務を行うための組織体制について、具体的に図や表で提示してください。 

イ 人員配置計画には、職員数、職種、資格のほか、各職員の雇用関係（正規職員、嘱託職

員、契約職員等の別、確定していない場合は現時点で想定できる雇用関係）及び勤務時間

（１日・週）を表すとともに、設備担当責任者及び管理運営の責任者を明示してください。  

ウ 教室等の指導者の確保策、地元雇用創出の考え方について提案してください。 

  エ 職員の育成計画について提案してください。 

 

 ⑶ 施設管理に関する計画  

  ア 安全確保のための体制、事故や災害等の緊急事態が発生したときの体制、対応策につい

て提案してください。 

イ 個人情報等の保護及び管理運営にかかる情報公開についての対応策について具体的に

提案してください。 

ウ 法令遵守徹底のための具体的な取組みについて提案してください。 

エ 利用者からの要望、苦情への対応策について提案してください。 

オ 第三者へ委託を予定している業務がある場合は、予定委託先、業務名及び業務内容を提

示してください。 

カ 施設及び設備の維持管理経費の節減方法について、具体的な取組みと考え方を提案して

ください。 

 

⑷ 事業、サービスの実施に関する計画 

  次の項目について、具体的な計画を提案してください。なお、実施にあたっては、市の承

認が必要になります。 

ア 利用者の公平性の確保とサービス向上に向けて、意見や要望の把握と運営への反映策、

トラブルの未然防止と対処方法、その他利用者サービスの向上の取組みについて具体的

な計画を提案してください。  
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イ 施設の利用促進のための取組み、広報の方法について提案してください。 

ウ 各種教室運営（スタジオプログラム、水泳教室、水中運動教室等）について、教室の内

容、実施回数、料金設定と実施体制を具体的に提案してください。 

また、運動プログラムを本施設外でも展開できる出張指導の実施などについて、具体的

な計画を提案してください。 

エ 市が取り組む健康づくり推進事業やスポーツ推進事業との連携策について、具体的な

計画を提案してください。 

オ 施設利用による運動の効果を可視化する方法及びその効果を広く周知する方法につい

て、具体的に提案してください。ただし、最小限の経費で効果的な方法とします。 

 

 ⑸ 収支に関する計画 

  ア 収益等を増加させる方法について、具体的な取組みと考え方を提案してください。 

  イ 費用対効果の考え方を把握するため、具体的に試算したものを示してください。 

 

 ⑹ 自主事業の計画 

   指定管理業務ではありませんが、本施設の有効活用及び集客につながるような具体的な

計画を提案してください。なお、実施にあたっては、市長の承認が必要になります。 

ア 施設の目的達成や有効活用に向けた事業（上記(4)の項目以外） 

イ 新規利用者の獲得につながる事業 

  ウ すでに実施を検討している事業（なければ提案は不要です。） 

 

９ 収支計画書の提案方法 

⑴ 収支計画書 

  収支計画書には、指定期間となる５年間の収支計画を提案してください。 

  なお、当該指定期間の光熱水費については、市が直接支払うことから、収支計画書には記

載しないでください。 

 

⑵ 指定管理料 

仕様書及び別紙５「令和５・６年度施設利用者数及び収支状況参考資料」等を参考として、

指定管理料を算出し、収支計画書に記載してください。 

なお、当市では指定期間中の各年度の指定管理料を定額とすることを基本としています。 

 

10 選定基準 

選定は、選定委員会において、申請者の中から最も適していると認めるものを選定し、その結

果を受けて、市が指定管理者の候補者として選定します。  

⑴ 選定委員会  

  ア 選定委員会の名称  糸魚川市公の施設指定管理者選定委員会 

  イ 会議の非公開    選定委員会の会議は、非公開とします。  
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最低見積価格 

見積価格 

⑵ 審査方法  

   選定委員会による審査は、申請者別に選定評価項目に係る評価点と価格評価による評価

点を加えた総合評価点を算出して評価します。 

   評価は、下記配点により行いますので参照してください。 

 

  ア 選定評価 

項 目 小 項 目 配点比率 

１ 基本方針 ・事業運営、維持管理の基本方針 

１００ 
２ 組織体制・人員配置 

・組織体制 

・人員配置計画 

・指導者確保、地元雇用創出の考え方 

・職員の育成計画 

・申請団体の経営状況（申請書類による） 

３ 施設管理 

・安全管理、危機管理の体制、対応 

・情報管理（個人情報保護、情報公開） 

・法令遵守の徹底 

・要望、苦情の対応 

・業務の第三者委託と考え方 

・維持管理経費節減の方策 

１００ 

・類似施設の管理運営実績（申請書類による） 

４ 事業・サービス 

・公平性の確保、サービス向上の方策 

・利用促進、広報の取組み 

・各種教室の展開と体制 

・市との協働・連携 

・運動効果を可視化し周知する方策 

１００ 

５ 収支 
・収益確保のための方策 

４０ 
・収支の積算と妥当性（収支計画書による） 

６ その他 
・独自提案 

・事業計画の具体性・実現性 
６０ 

計 ４００ 

 

イ 価格評価 

    価格評価の算出式（点数は、小数第２位を四捨五入して小数第１位まで求める） 

                      

        価格評価点 = １００点 ×  
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⑶ プレゼンテーション及びヒアリングの実施  

 ア 開催日時  令和７年 10月 

 イ 開催場所  糸魚川市役所 ２階会議室（予定） 

ウ 実施方法  選定委員に対し、申請書類をもとにプレゼンテーション及びヒアリングを

行いますので必ず出席してください。 

エ そ の 他  詳細については、各申請者に通知します。欠席された場合は、辞退したも

のとみなします。  

 

⑷ 選定結果  

   選定結果は、すべての申請者（共同事業体は代表者）に文書で通知するとともに、市のホ

ームページに掲載します。 

 

11 指定管理者の指定及び指定後の手続き等 

 ⑴ 指定管理者の指定 

市は、選定した指定管理者の候補者を、市議会の議決を得て、指定管理者に指定します。 

なお、市議会の承認を得られなかった場合は、指定を行わないものとします。その場合、

これまでに支出した経費の補填は行わないものとします。 

 

⑵ 協定の締結  

市は、指定管理者が行わなければならない業務について、指定した指定管理者と申請書類

をもとに細目協議を行い、指定管理に関する協定を締結します。 

 

⑶ 協定の内容  

  ア 管理施設に関する事項  

  イ 指定期間に関する事項  

  ウ 管理業務に関する事項  

  エ 備品等の管理に関する事項  

  オ 事業計画書に記載された事項  

  カ 利用許可等に関する事項  

  キ 利用料金に関する事項  

  ク 管理運営業務に関し保有する個人情報の保護に関する事項  

  ケ 利用状況及び業務実施に係る報告等に関する事項  

  コ 指定管理料等に関する事項  

  サ 損害賠償及び不可抗力に関する事項  

  シ 指定の取消及び管理運営業務の停止に関する事項  

  ス 指定期間の満了に関する事項  

  セ その他必要と認める事項  

 

⑷ 指定後の留意事項  

   市は、指定管理者の指定後においても指定管理者に指定された法人等が次に掲げる事項
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に該当すると認めるときは、指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあり

ます。  

  ア 申請書類の虚偽記載が判明したとき。  

  イ 申請資格の欠格事項に該当したとき。  

  ウ 正当な理由がなく協定の締結に応じないとき。  

  エ 経営状況の悪化等により、管理業務の履行に支障があると認めるとき。 

  オ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認めると

き。 

 

12 その他 

⑴ 事業の継続が困難となった場合の措置  

  ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  

    市は、指定の取消をすることができるものとします。その場合は、市に生じた損害は、

指定管理者が賠償するものとします。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設

の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。  

  イ 当事者の責めに帰することができない事由による場合  

    市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により、事業の継続が困難に

なった場合は、事業継続の可否について協議するものとします。  

    また、一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ事前に書面で通知することによ

り協定を解除できるものとします。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引

継ぎを行うものとします。  

 

⑵ 協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置  

   協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合については、

市と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。 

 

⑶ 公租公課  

   指定管理者は法人に係る市民税、事業を行うものに係る事業所税、指定管理者が新たに設

置した償却資産に係る固定資産税等の納税義務者となる可能性がありますので、市役所市

民課にお問い合わせください。 

なお、国税については税務署、県税については県税事務所へお問い合わせください。  

 

13 提出・問合先   

〒941-8501  

新潟県糸魚川市一の宮１丁目２番５号 

糸魚川市 市民部 健康増進課 健康づくり係 

電話 025-552-1511 FAX 025-552-1066 

E-mail kenko@city.itoigawa.lg.jp 
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14 添付書類 

・別紙１ 施設平面図（※その他設計図書については、市ホームページに掲載します。） 

・別紙２ 指定管理者業務仕様書 

・別紙３ リスク分担表 

・別紙４ 説明会参加申込書 

・別紙５ 令和５・６年度施設利用者数及び収支状況参考資料 

・別紙６ スタジオプログラム 

・別紙７ 水泳教室等一覧 

・別紙８ 備品リスト 

・別紙９ 糸魚川市健康づくりセンター条例 

・別紙 10 糸魚川市健康づくりセンター条例施行規則 

・様式第１号 指定管理者指定申請書 

・様式第２号 事業計画書 

・様式第３号 収支計画書 

・様式第４号 暴力団等の排除に関する誓約書 

・様式第５号 グループ構成届兼委任状 


